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住宅ローンの基礎知識

住宅ローン推進の重要性

問　1　住宅ローン推進の重要性について，適

切でないものを 1つ選びなさい。

⑴　JA の収支動向で信用事業総利益を見る

と，厳しい状況が伺え，収益力の向上の観

点から，住宅ローンの増強は重要である。

⑵　JA の信用事業において収益力を向上させ

るには，①資金量のアップ，②利ザヤのアッ

プ，③信用事業管理費のダウンが必要とな

るが，住宅ローンの増強は，②利ザヤのアッ

プに貢献する。

⑶　住宅ローンは，契約に至れば，融資期間

中に得られる金利収入が収益に貢献するこ

ととなり，長期にわたって安定的な収益基

盤を確保することができる。

⑷　住宅ローンの利用客は，その返済口座に

給与振込や公共料金，共済掛金，クレジッ

トカードの自動引落しをセットするなど，

ローンの借入時および返済の過程で各種取

引を集中する傾向があり，生活のメイン化

につなげることができる。

⑸　JA 住宅ローンは，メインターゲットを

30 ～ 40 歳代の土地を所有していない勤労

世帯としており，組合員でなくても全ての

人が利用可能となっている。

	 正解率　45％

正解　⑸	

　解　説

　　本問は，住宅ローン推進の重要性等

について確認する問題である。

⑴　の記述は適切である。

⑵　の記述は適切である。

⑶　の記述は適切である。

⑷　の記述は適切である。

⑸　住宅ローンは，メインターゲットを

30 ～ 40 歳代の土地を所有していない

勤労世帯としているが，ローン融資要

項（統一版）では，組合員であること

が住宅ローン利用の条件となっている。

したがって，⑸の記述は適切でなく，

これが本問の正解である。

住宅ローンマーケットの現状等

問　2　住宅ローンマーケットの現状等につい

て，適切でないものを 1つ選びなさい。

⑴　住宅ローンの金利は，短期金利，長期金
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利それぞれの影響を受けるが，短期金利は

主に日本銀行の金融政策で決まる。

⑵　平成 26 年 4 月からの消費税の引上げに対

し，平成 25 年後半から住宅取得の駆け込み

需要が発生し，引上げ後は反動減の影響が大

きく，住宅着工戸数の落込みが続いている。

⑶　住宅ローン金利に最も大きな影響を与え

る短期金利は，日本銀行の異次元緩和政策

によって一時期上昇したものの，その後，

順次下降傾向で推移してきているが，物価

上昇率 2％の実現が視野に入れば上昇に向

かうことも予想され，今後の住宅ローン金

利への影響が注目されるところである。

⑷　住宅ローンの 100％融資が可能になった

ことや，直系尊属からの住宅資金贈与の非

課税措置が採られたこともあって，最近で

は 20 代，30 代前半の世代が結婚と同時，

あるいは子供の誕生と同時に住宅を購入す

るケースが増えてきている。

⑸　JA は，地域金融機関として①地域の資金

ニーズヘの対応，②経営の安定と信頼の獲

得という役割を求められていることから，

住宅ローンを積極的に推進することが社会

的使命の発揮につながる。

	 正解率　18％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，住宅ローンマーケットの現

状等について確認する問題である。

⑴　の記述は適切である。

⑵　の記述は適切である。

⑶　住宅ローン金利に最も大きな影響を

与える長期金利は，日本銀行の異次元

緩和政策によって一時期上昇したもの

の，その後，順次下降傾向で推移して

きているが，物価上昇率 2％の実現が

視野に入れば上昇に向かうことも予想

され，今後の住宅ローン金利への影響

が注目されるところである。したがっ

て，⑶の記述は適切でなく，これが本

問の正解である。

⑷　の記述は適切である。

⑸　の記述は適切である。

JA 住宅ローンの商品概要

問　3　JA バンクが取り扱う住宅ローンのう

ち，基本となる「JA住宅ローン」の商品概要

について，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　貸付条件のうち年収基準については，正

組合員であれば前年度税込年収 200 万円以

上，准組合員であれば前年度税込年収 250

万円以上である。

⑵　団体信用生命共済の借入者の年齢要件は，

貸付時に満 20 歳以上 60 歳未満であること

が必要である。

⑶　返済比率は，年収 200 万円以上 250 万円

未満の場合は 25％以内，年収 250 万円以上

550 万円未満の場合は 30％以内，年収 550

万円以上の場合は 35％以内となっている。

⑷　返済期間が長いほど 1 年間の返済額は少

なくなり，返済比率も下がるので，返済比

率が高い借入者は返済期間を長くすること

で基準をクリアできる場合がある。

⑸　親子リレー返済においては，子供が 75 歳

になるまでに完済することが必要である。

	 正解率　48％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，JA バンクが取り扱う住宅
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ローンの商品概要について問う問題で

ある。

⑴　貸付条件のうち年収基準については，

正組合員であれば前年度税込年収 150

万円以上，准組合員であれば前年度税

込年収 200 万円以上である。したがっ

て，⑴は誤りである。

⑵　団体信用生命共済の借入者の年齢要

件は，貸付時に満 20 歳以上 66 歳未満

であることが必要である。したがって，

⑵は誤りである。

⑶　返済比率は，年収 150 万円以上 250

万円未満の場合は 30％以内，年収 250

万円以上 550 万円未満の場合は 35％以

内，年収 550 万円以上の場合は 40％以

内となっている。したがって，⑶は誤

りである。

⑷　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑸　親子リレー返済においては，子供が

80 歳になるまでに完済することが必要

である。したがって，⑸は誤りである。

J A リ フ ォ ー ム ロ ー ン

問　4　「JAリフォームローン」について，次

の文章の（①）～（⑤）に当てはまる数値の

組み合わせとして，正しいものを 1つ選びな

さい。

　　JAリフォームローンは，住宅の増改築や改

装，補修，その他設備資金などに利用でき

るローンである。

　　貸付時年齢は満 20 歳以上（　①　）歳未

満，完済時年齢は満（　②　）歳未満となる。

貸付金額は 10 万円以上（　③　）万円以内，

貸付期間は 1 年以上（　④　）年以内となっ

ている。

　　なお，JA リフォームローンは（　⑤　）

万円まで無担保で貸付ができることから，

借入者にとっては手軽に利用できるローン

であるが，金利はその分 JA 住宅ローンよ

り高めに設定されている。

⑴	 ①　66	 ②　76	 ③　1,000

	 ④　15	 ⑤　500

⑵	 ①　66	 ②　80	 ③　1,000

	 ④　20	 ⑤　500

⑶	 ①　65	 ②　76	 ③　500

	 ④　15	 ⑤　300

⑷	 ①　66	 ②　75	 ③　500

	 ④　15	 ⑤　300

⑸	 ①　65	 ②　76	 ③　1,000

	 ④　20	 ⑤　500

	 正解率　52％

正解　⑴	

　解　説

　　JA リフォームローンは，住宅の増改

築や改装，補修，その他設備資金など

に利用できるローンである。

　　貸付時年齢は満 20 歳以上 66 歳未満，

完済時年齢は満 76 歳未満となる。貸付

金額は，10 万円以上 1,000 万円以内，

貸付期間は 1 年以上 15 年以内となって

いる。

　　なお，JA リフォームローンは 500

万円まで無担保で貸付ができることか

ら，借入者にとっては手軽に利用でき

るローンであるが，金利はその分 JA

住宅ローンより高めに設定されている。

　　以上により，⑴が正しく，これが本

問の正解である。
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JA 住宅ローンの金利体系

問　5　JA 住宅ローンの金利体系について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　「固定金利型」は，ローン契約時に決めら

れた金利が借入期間中を通して変わらない

ローンであるが，一般的には「固定変動選

択型」「変動金利型」よりも金利は高く設定

されている。

⑵　「変動金利型」は，市中の金利変動に応じ

て年 2 回金利の見直しが行われるタイプで，

金利が変われば返済額における元金と利息

の割合が変わることになる。

⑶　元利均等返済の「変動金利型」では，金

利が上がって月々の返済額が増える場合，

その返済額は変更前の月々の返済額の 1.25

倍を超えないように調整される。

⑷　「固定変動選択型」は，一定の特約期間 

（3 年，5 年，10 年等）に固定金利が適用さ

れるもので，特約期間終了後は変動金利型

になる。

⑸　「固定変動選択型」には全期間金利引下げ

型があり，これはさらに，①「はじめに大

きな引下げ型」と②「ずっと引下げ型」が

ある。

	 正解率　90％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，JA ローンの金利体系につい

ての知識を問う問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　「固定変動選択型」は，一定の特約

期間（3 年，5 年，10 年等）に固定金

利が適用されるもので，特約期間終了

後は，再び固定変動選択型，変動金利

型のどちらかを選択することができる。

したがって，⑷の記述は誤りで，これ

が本問の正解である。

⑸　の記述は正しい。

JA 住宅ローンの保証の仕組み

問　6　JA 住宅ローンの保証の仕組みについ

て，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 住宅ローンは，原則として個人の保証

人は必要なく，代わりに信用保証協会や農

業信用基金協会などの機関保証を付し，借

入者が返済不能に陥ると，ここから代位弁

済を受ける。

⑵　JA 住宅ローンに保証を付す場合には保証

料が必要であるが，保証料の支払方法は一

括後払方式とされている。

⑶　農業信用基金協会の保証を得るためには，

JA 住宅ローンの借入者は，直接，農業信用

基金協会に保証委託の申込みを行わなけれ

ばならない。

⑷　農林漁業信用基金の保証保険は，正組合

員に対する保証債務（元本および約定利息）

の 80％が対象となり，全国農協保証セン

ターの再保証は，准組合員に対する保証債

務（元本および約定利息）の 60％が対象と

なる。

⑸　農業信用基金協会保証付き案件が返済不

能になった場合は，農業信用基金協会から

JA に代位弁済が行われ，農林漁業信用基金

または全国農協保証センターから農業信用

基金協会に保険金支払いまたは代位弁済が

行われる。
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	 正解率　50％

正解　⑸	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの保証の仕組

みについて問う問題である。

⑴　JA 住宅ローンは原則として保証人は

必要ないが，代わりに都道府県農業信

用基金協会などの保証を付すことにな

り，借入者が返済不能に陥ると，本人

に代わって保証機関が返済を行うが，

これを代位弁済という。なお，「信用保

証協会」は，中小企業・小規模事業者

が金融機関から「事業資金」を調達す

る際に，保証人となって融資を受けや

すくなるようサポートする公的機関で

ある。したがって，⑴は誤りである。

⑵　JA 住宅ローンに保証を付す場合には

保証料が必要であるが，保証料の支払

方法はローン商品によって一括前払方

式と分割後払方式とがある。したがっ

て，⑵は誤りである。

⑶　農業信用基金協会の保証を得るため

には，JA 住宅ローンの借入者は，JA

を通じて都道府県農業信用基金協会に

保証委託の申込みを行う。したがって，

⑶は誤りである。

⑷　農林漁業信用基金の保証保険は，正

組合員に対する保証債務（元本および

約定利息）のうち 70％が対象となり，

全国農協保証センターの再保証は，准

組合員に対する保証債務（元本および

約定利息）のうち 50％が対象となる。

したがって，⑷は誤りである。

⑸　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

JA 住宅ローンの返済の仕組み

問　7　JA 住宅ローンの返済の仕組みについ

て，次の文章の（①）～（⑤）にあてはまる

語句の組み合わせとして，正しいものを 1つ

選びなさい。

　　住宅ローンの毎月の返済額を決める方法

として，元利均等返済と元金均等返済があ

る。

　　元利均等返済は，毎月の返済額は一定だ

が，支払開始当初は（　①　）の占める割

合が大きく，返済期間が終わりに近づくに

従って（　②　）の占める割合が大きくなっ

ていく。

　　元金均等返済は，毎月同じ額の元金を支

払うが，利息の額は変動するというもので

ある。したがって，月々の返済額は返済開

始当初は（　③　），返済期間が終わりに近

づくにつれて（　④　）なってくる。

　　繰上返済には，「期間短縮型」と「返済額

軽減型」があるが，（　⑤　）のほうが返済額

が下がらない分，月々の返済における元金

充当割合が高いために，利息軽減額が大き

い。

⑴	 ①　元金	 ②　利息	 ③　多く

	 ④　少なく	 ⑤　返済額軽減型

⑵　①　利息	 ②　元金	 ③　多く

	 ④　少なく	 ⑤　期間短縮型

⑶　①　利息	 ②　元金	 ③　少なく

	 ④　多く	 ⑤　期間短縮型

⑷　①　元金	 ②　利息	 ③　少なく

	 ④　多く	 ⑤　返済額軽減型

⑸　①　元金	 ②　利息	 ③　少なく

	 ④　多く	 ⑤　期間短縮型
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	 正解率　35％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの返済の仕組

みについて問う問題である。

　　住宅ローンの毎月の返済額を決める

方法として，元利均等返済と元金均等

返済がある。

　　元利均等返済は，毎月の返済額は一

定だが，支払開始当初は利息の占める

割合が多く，返済期間が終わりに近づ

くに従って元金の占める割合が大きく

なっていく。

　　元金均等返済は，毎月，同じ額の

元金を支払うが，利息の額は変動する

というものである。したがって，月々

の返済額は返済開始当初は多く，返済

期間が終わりに近づくにつれて少なく

なってくる。

　　繰上返済には，「期間短縮型」と「返

済額軽減型」があるが，期間短縮型の

ほうが返済額が下がらない分，月々の

返済における元金充当割合が高いため

に，利息軽減額が大きい。以上により，

⑵が正しく，これが本問の正解である。

団体信用生命共済の仕組み等

問　8　団体信用生命共済の仕組み等につい

て，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 住宅ローンについては，借入者の団体

信用生命共済の加入が任意条件となってお

り，加入した場合，借入期間中に借入者が

死亡または所定の後遺障害状態に至った場

合に，借入者に代わって共済金で住宅ロー

ンを完済する仕組みとなっている。

⑵　団体信用生命共済の主契約の掛け金は原

則 JA が負担するが，特約部分の共済掛金

相当額については，金利に上乗せして借入

者負担とするのが一般的である。

⑶　三大疾病保障と長期継続入院保障の特約

が付かない団体信用生命共済の共済金の支

払事由は，借入者が死亡した場合のみであ

る。

⑷　「JA 長期継続入院保障付住宅ローン」は，

一定の条件を満たす入院をした場合，入院

期間におけるローンの約定返済額が共済金

として支払われ，ローンの返済に充当される

が，その場合の入院の保障期間は 24カ月が

限度となる。

⑸　9 大疾病補償保険の加入年齢は 20 歳～ 60

歳までであり，かつ，補償期間は 80 歳も

しくはローン完済（最長 35 年）までである。

	 正解率　76％

正解　⑵	

　解　説

　　住宅ローンの貸付の際には，団体信

用生命共済への加入が必要である。本

問は，この団体信用生命共済の仕組み

について問う問題である。

⑴　住宅ローンについては，借入者の団

体信用生命共済（団信）の加入が必須

条件となっており，借入期間中に借入

者が死亡または所定の後遺障害状態（第

1 級後遺障害状態）に至った場合に，

借入者に代わって共済金で住宅ローン

を完済する仕組みとなっている。した

がって，⑴は誤りである。

⑵　の記述は正しく，これが本問の正解

である。
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⑶　三大疾病保障と長期継続入院保障の

特約が付かない団体信用生命共済の共

済金の支払事由は，借入者が死亡した

場合の他，団体信用生命共済加入後に

発生した疾病または傷害により所定の

第 1 級後遺障害状態に該当した場合に

も支払われる。したがって，⑶は誤り

である。

⑷　「JA 長期継続入院保障付住宅ローン」

は，一定の条件を満たす入院をした場

合，入院期間におけるローンの約定返

済額が共済金として支払われ，ローン

の返済に充当されるが，その場合の入

院の保障期間は 36 ヵ月が限度となる。

したがって，⑷は誤りである。

⑸　9 大疾病補償保険の加入年齢は 20 歳

～ 50 歳までであり，かつ，補償期間は

80 歳もしくはローン完済（最長 35 年）

までである。したがって，⑸は誤りで

ある。

JA 住宅ローンの申込受付手続きと必要書類

問　9　JA 住宅ローンの申込受付手続きと必

要書類等について，適切でないものを 1つ選

びなさい。

⑴　住宅ローン申込時の必要書類は数が多く，

入手先も市区町村役場，税務署，勤務先な

ど複数のところに及ぶため，余裕をもって

準備してもらうことが大切である。

⑵　住宅ローンの契約手続きは，金銭消費貸

借契約証書，債務保証委託契約証書，抵当

権設定契約書などの記載すべき箇所は JA

においてすべて記入したうえで，お客様に

来店を求め，お客様からは署名捺印を受け

契約を締結する。

⑶　住宅ローンの申込受付から貸付実行まで

の手続きの流れは，①ローンの申込受付⇒

② JA および保証機関の審査⇒③契約の手

続き⇒④抵当権の設定⇒⑤融資の実行であ

る。

⑷　住宅ローンの申込にあたりお客様に準備

してもらう書類は，①基本書類と②資金使

途に応じて提出してもらう書類に分かれる

が，「住民票」，「所得証明」，「担保不動産明

細」は，いずれも①基本書類に該当する。

⑸　住宅ローンの申込み時に必要な「所得証

明」は，原則として，給与所得者は前年度分，

自営業者は過去 3 年分が必要である。

	 正解率　35％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの申込受付手

続きと必要書類の知識について問う問

題である。

⑴　の記述は適切である。

⑵　住宅ローンの契約手続きにおいては，

お客様に来店を求め，金銭消費貸借契

約証書，債務保証委託契約書，抵当権

設定契約証書などの記載すべき個所は

すべてお客様に記入してもらい，お客

様から署名捺印を受け契約を締結する。

したがって，⑵の記述は，適切でなく

これが本問の正解である。

⑶　の記述は適切である。

⑷　の記述は適切である。

⑸　の記述は適切である。

「フラット 3 5」の特色

問　10　証券化住宅ローン「フラット 35」の
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特色について，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　証券化住宅ローン「フラット 35」（買取型）

については，借入者は住宅金融支援機構か

ら融資を受け，その債権を民間金融機関が

買い取り，証券化して投資家に販売する仕

組みとなっている。

⑵　証券化住宅ローン「フラット 35」の申込

みは，取り扱っている金融機関等でほぼ年

間を通じて受け付けており，金利，事務手

数料，必要書類などはどの金融機関でも同

じにしている。

⑶　証券化住宅ローン「フラット 35」の融資

を受ける際には，その対象物件が融資の条

件を満たしているか検査を受ける必要があ

り，その検査は適合証明機関に依頼する。

⑷　「フラット 35 S エコ」は，「フラット 35」

を申し込んだ者が，省エネルギー性，耐震

性などの要件を満たす住宅を取得する場合

に，金利の引下げを受けることができる制

度である。

⑸　「フラット 35 S」は，東日本大震災から

の復興・住宅の省 CO2対策を推進するため，

省エネルギー性の優れた住宅について金利

引下げ幅を拡大する制度である。

	 正解率　77％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，住宅金融支援機構と金融機

関の提携商品である証券化住宅ローン

「フラット 35」の商品内容についての

知識を問う問題である。

⑴　証券化住宅ローン「フラット 35」（買

取型）については，借入者は民間金融

機関から融資を受け，その債権を住宅

金融支援機構が買い取り，証券化して

投資家に販売する仕組みとなっている。

したがって，⑴の記述は誤りである。

⑵　証券化住宅ローン「フラット 35」の

申込みは，取り扱っている金融機関等

でほぼ年間を通じて受け付けており，

金利，事務手数料，必要書類などは金

融機関によって異なっている。したがっ

て，⑵の記述は誤りである。

⑶　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑷　「フラット 35 S」は，「フラット 35」

を申し込んだ者が，省エネルギー性，

耐震性などの要件を満たす住宅を取得

する場合に，金利の引下げを受けるこ

とができる制度である。したがって，

⑷の記述は誤りである。

⑸　「フラット 35 S エコ」は，東日本大

震災からの復興・住宅の省 CO2対策を

推進するため，省エネルギー性の優れ

た住宅について，金利引下げ幅を拡大

する制度である。したがって，⑸の記

述は誤りである。

相 談 対 応

住宅ローンに関する質問に対する適切な回答

問　11　住宅ローンの商品内容，金利に関す

る質問に対する回答例について，適切なもの

を 1つ選びなさい。

⑴　質問：「住宅を新築したいのですが，JA

の住宅ローンにはどのような種類

があるのですか？」

　回答例：「JA 住宅ローンがご利用いただけ
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ますが，頭金が足りない場合には，

JA 住宅ローン（100％応援型）が

ご利用いただけ，登記手数料，火

災共済掛金，保証料などを除いた

対象物件の所要金額の 100％まで

借入することができます。」

⑵　質問：「増改築をしたいのですが？」

　回答例：「JA リフォームローンがご利用で

きます。JA リフォームローンは，

無担保で 500 万円まで借入が可能

となっています。500 万円を超え

る借入の場合は，同じように無担

保で JA 住宅ローンがご利用でき

ます。」

⑶　質問：「他金融機関から JA 住宅ローンヘ

借換えたいのですが？」

　回答例：「JA 住宅ローンは，他金融機関か

らの借換えが可能ですが，借換え

に際して地価の下落等により担保

不足が生じた場合には，担保評価

額の最大 120％（または 240％）

まで融資が可能な JA 住宅ローン

（借換応援型）もご利用できます。」

⑷　質問：「頭金がなくても，JA の住宅ロー

ンを利用できますか？」

　回答例：「頭金が準備できないお客様には，

JA 住宅ローン（100％応援型）が

ありますが，土地のみの購入に関

しましては対象外となります。」

⑸　質問：「土地を購入するために，JA 住宅

ローンを利用できますか？」

　回答例：「JA 住宅ローンは，住宅を建てる

ための土地の購入にご利用できま

すが，3 年以内に住宅を新築し，

居住する予定があることが要件と

なっております。」

	 正解率　67％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，住宅ローンの商品内容や金

利等の相談に対する回答について問う

問題である。

⑴　住宅を新築する場合に頭金が足りな

いときには，JA 住宅ローン（100％

応援型）が利用できて，貸付対象物件

の担保評価額に加えて，登記手数料，

火災共済掛金，保証料などを加えた所

要金額の 100％まで借入することがで

きる。したがって，⑴の記述は適切で

ない。

⑵　増改築をする場合には，JA リフォー

ムローン（1,000 万円まで借入が可能）

が利用でき，無担保で 500 万円まで借

入が可能であるが，500 万円を超える

場合は，対象物件（土地・建物）の抵

当権設定が必要となる（JA 住宅ローン

利用者については不要）。したがって，

⑵の記述は適切でない。

⑶　JA 住宅ローンは，他金融機関から

の借換えが可能だが，借換えに際し

て，地価の下落等により担保不足が

生じた場合には，担保評価額の最大

130％（または 200％）まで融資が可

能な JA 住宅ローン（借換応援型）も

利用できる。したがって，⑶の記述は

適切でない。

⑷　の記述は適切である。したがって，

⑷が本問の正解である。

⑸　JA 住宅ローンは，住宅を建てるため

の土地の購入に利用できるが，5 年以

内に住宅を新築し，居住する予定があ



JA 住宅ローン実務 JA住宅ローン実務JA 住宅ローン実務 JA住宅ローン実務

−40− −41−

ることが要件となっている。したがっ

て，⑸の記述は適切でない。

住宅ローンにかかる資金計画に関するアドバイス

問　12　住宅ローンにかかる資金計画に関す

るお客様へのアドバイスについて，適切でな

いものはいくつあるか，⑴～⑸の中から 1つ

選びなさい。

ａ．「住宅ローンの年間返済額は，年収の

25％以下に抑えることが望ましいとされて

いますが，年間返済額の年収に対する比率

の上限は，年収の高い人ほど低く，年収の

低い人ほど高くなります。」

ｂ．「借入金額は，『いくら返せるか』という

ことで金額をお決めになるのではなく，『い

くら借りられるか』という視点からお考え

になることが大切です。」

ｃ．「JA 住宅ローンの返済比率を計算する場

合には，住宅ローンのほか，他の借入金（事

業資金も含める）の返済額も加えて計算し

ます。」

ｄ．「JA 住宅ローンの返済期間は，3 年以上

35 年以内となっておりますが，完済時年齢

は満 80 歳未満となっていることから，79

歳からお申込みの年齢を差し引いた年数と

35 年のいずれか少ない方が最長返済期間と

なります。」

ｅ．「頭金は，住宅建設総費用の 20 ～ 30％程

度を用意するのが家計上望ましいといわれ

ています。」

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

⑸　5 つ

	 正解率　84％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，住宅ローンの資金計画に関

するお客様へのアドバイスについて問

う問題である。

・住宅ローンの返済額は，年収の 25％以

下に抑えることが望ましいとされてい

るが，年間返済額の年収に対する比率

の上限は，年収の高い人ほど高く，年

収の低い人ほど低くなる。したがって，

a の記述は適切でない。

・借入金額は『いくら借りられるか』と

いうことでローン金額を決めるのでは

なく，『家計上，余裕を持って返せる金

額はいくらか』という視点から考える

ことが大切である。したがって，b の

記述は適切でない。

・JA 住宅ローンの返済比率を計算する場

合には，住宅ローンのほか，他の借入

金（事業資金は含まない）の返済額も

加えて計算する。したがって，c の記

述は適切でない。

・d の記述は適切である。

・e の記述は適切である。

　　以上により a，b，c が誤りで⑶が本

問の正解である。

相談を受けた際の説明や対応

問　13　お客様から住宅ローンの借換えの相

談を受けた場合の説明や対応について，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　「当初借り入れたローン金利より現在の

ローン金利が低い場合は，借換えにより月々
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の返済額を減らすことができますので，借

換えが必ずお得になります。」

⑵　「住宅ローンの借換えについて，諸費用を

考えてもメリットが生じる目安は，『ローン

残高 1,000 万円以上，金利差 1％以上，残

存期間 10 年以上』の全ての条件を満たす

場合であるといわれています。」

⑶　「住宅ローンの借換えのシミュレーション

において，固定変動選択型あるいは変動金

利型の場合は，将来の金利を仮定して試算

しますので，シミュレーション結果はあく

までも試算であり，これを約束するもので

はありませんので，ご留意ください。」

⑷　「住宅ローンの借換え時の諸費用のうち，

抵当権の抹消と設定に伴う司法書士の手数

料は，どの司法書士に依頼しても一律です。」

⑸　「住宅ローンを借り換える場合の融資取扱

手数料は，どの金融機関でも一律です。」

	 正解率　75％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，お客様から住宅ローンの借

換えの相談を受けた場合の説明や対応

について，問う問題である。

⑴　当初借り入れたローン金利より現在

のローン金利が低い場合においても，

借換えには諸費用がかかるので，一概

に借換えが得になるとは言えない。し

たがって，⑴の記述は誤りである。

⑵　住宅ローンの借換えについては，諸

費用を考えてもメリットが生じる目安

は，『ローン残高 1,000 万円以上，金利

差 1％以上，残存期間 10 年以上』の 2

つ以上の条件を満たす場合であると言

われている。したがって，⑵の記述は

誤りである。

⑶　の記述は正しい。したがって，⑶が

本問の正解である。

⑷　住宅ローンの借換え時の諸費用のう

ち，抵当権の抹消と設定に伴う司法書

士の手数料は，司法書士によって違う。

したがって，⑷の記述は誤りである。

⑸　住宅ローンを借り換える場合の融資

取扱手数料は，JA によって異なる。し

たがって，⑸の記述は誤りである。

住宅購入時の税金や諸費用

問　14　住宅を購入するときにかかる税金や

諸費用等について，誤っているものを 1つ選

びなさい。

⑴　住宅を購入する際の諸費用については，

一般的に新築マンションや建売住宅であれ

ば物件価格の 6 ～ 8％程度が，中古住宅

の場合は 3 ～ 5％程度が必要といわれてい

る。

⑵　印紙税は，売買契約書，請負契約書，ロー

ン契約書などを作成するときに必要となる

税金であるが，契約金額に応じて印紙税額

が違ってくる。

⑶　住宅を取得したときには，建築工事費ま

たは建物購入価額に対し消費税が 8％かか

るが，土地購入価額に対しては消費税は課

税されない。

⑷　新築住宅であれ，中古住宅であれ，それ

ぞれ一定の要件を満たす住宅については，

取得にあたっての登録免許税が軽減される

措置がある。

⑸　不動産取得税は，新築長期耐用住宅の場

合，税額の計算において固定資産税評価額

から 1,300 万円を控除できる特例がある。
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	 正解率　55％

正解　⑴	

　解　説

　　本問は，住宅を購入するときにかか

る税金や諸費用等についての知識を問

う問題である。

⑴　住宅を購入する際の諸費用について

は，一般的に新築マンションや建売住

宅であれば物件価格の 3 ～ 5％程度が，

中古住宅の場合はさらに仲介手数料が

必要なため，6 ～ 8％程度が必要といわ

れている。したがって，⑴の記述は誤っ

ており，これが本問の正解である。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

「相続時精算課税制度」等

問　15　住宅を購入するときの資金援助にか

かる「相続時精算課税制度」および「住宅資

金の贈与」に関する次の文章の，（①）～（⑤）

に当てはまる語句または数値の組み合わせと

して，正しいものを 1つ選びなさい。

　　「相続時精算課税制度」とは，（　①　）

から，贈与の年の 1 月 1 日において 20 歳

以上の（　②　）が本制度における住宅資

金の贈与を受けた場合，（　③　）万円まで

の贈与は非課税で，その非課税枠を超えた

場合は一律 20％の贈与税が課税される制度

である。

　　この制度により贈与された財産は，相続

時にもう一度（　④　）の価額で相続財産

に合算され，相続税で精算される。

　　また，「相続時精算課税制度」とは別に，

直系尊属から「住宅資金の贈与」を受けた

場合，平成 27 年 12 月までは，省エネ住宅・

耐震住宅の贈与の非課税枠は（　⑤　）万

円となっており，相続時精算課税制度と併

用できる。

⑴　①　親	 ②　子

　　③　2,500	 ④　贈与時

　　⑤　1,000

⑵　①　直系尊属	 ②　子および孫

　　③　2,000	 ④　贈与時

　　⑤　1,000

⑶　①　親	 ②　子

　　③　2,500	 ④　相続時

　　⑤　1,500

⑷　①　直系尊属	 ②　子および孫

　　③　2,000	 ④　相続時

　　⑤　1,500

⑸　①　直系尊属	 ②　子および孫

　　③　2,500	 ④　贈与時

　　⑤　1,500

	 正解率　64％

正解　⑸	

　解　説

　　本問は，住宅を購入するときの資金

援助にかかる，相続時精算課税制度お

よび住宅資金等の贈与の主な要件等に

ついて問う問題である。

　　「相続時精算課税制度」とは，直系尊

属から，贈与の年の 1 月 1 日において

20 歳以上の子および孫が本制度におけ

る住宅資金の贈与を受けた場合，2,500

万円までの贈与は非課税で，その非課

税枠を超えた場合は一律 20％の贈与税

が課税される制度である。
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　　この制度により贈与された財産は，

相続時にもう一度贈与時の価額で相

続財産に合算され，相続税で精算さ

れる。

　　また，「相続時精算課税制度」とは別

に，直系尊属から「住宅取得資金の贈与」

を受けた場合，平成 27 年 12 月までは，

省エネ住宅・耐震住宅の贈与の非課税

枠は 1,500 万円となっており，相続時

精算課税制度と併用できる。

　　以上により，⑸が正しく，これが本

問の正解である。

住 宅 ロ ー ン 控 除

問　16　住宅ローン控除（住宅借入金等特別

控除）の主な要件等について，誤っているも

のを 1つ選びなさい。

⑴　給与所得者がマイホームを持った場合に，

住宅ローン控除を受けるためには，初年度

は確定申告する必要がある。

⑵　住宅ローン控除の対象者は，住宅を取得

後（または新築）6 カ月以内に居住し，以

降継続して居住することが必要である。

⑶　住宅ローン控除の対象者は，控除を受け

る年の合計所得金額が 3,000 万円（給与所

得者の場合，給与収入で 3,336 万円）以下

であることが必要である。

⑷　住宅ローン控除の対象となる住宅は，家

屋の床面積は 100㎡以上で，店舗併用住宅

の場合は，床面積の 3 分の 1 以上が自己の

居住用であることが必要である。

⑸　認定長期優良住宅を新築し居住した場合，

住宅ローン控除の対象となる住宅借入金等

の年末残高の限度額は 5,000 万円で，控除

率はその残高に対して 1.0％である。

	 正解率　39％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，住宅ローン控除（住宅借入

金等特別控除）の主な要件等について

問う問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　住宅ローン控除の対象となる住宅は，

家屋の床面積は 50㎡以上で，店舗併用

住宅の場合は，床面積の 2 分の 1 以上

が自己の居住用であることが必要であ

る。したがって，⑷の記述は誤りで，

これが本問の正解である。

⑸　の記述は正しい。

住宅ローンを取り巻く環境

金 利 の 一 般 的 な 見 方

問　17　金利の一般的な見方について，正し

いものを 1つ選びなさい。

⑴　住宅ローンの変動金利や短期の固定金利

に影響を与えるのは，「新発 10 年もの国債」

の金利であり，中長期の固定金利に影響を

与えるのは，コール市場の「無担保コール

翌日物」の金利である。

⑵　政策金利が引き上げられると，国債発行

金利など市場金利が上昇することになるた

め，短期プライムレートや預貯金金利が上

昇することから，住宅ローン金利も引き上

げられる。
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⑶　金利や景気の先行きを判断する時の代表

的な指標に「景気動向指数」があるが，こ

れは日本銀行が毎月発表している。

⑷　「景気動向指数」の種類には，「先行指数」

「一致指数」「遅行指数」があるが，「有効求

人倍率（除く学卒）」や「大口電力使用量」

などは「先行指数」に該当する。

⑸　円安ドル高が進むと輸入品の円建て価格

が下落する結果，日銀は金融緩和に動き，

金利は下落傾向をたどりやすくなる。

	 正解率　60％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，金利の一般的な見方につい

ての知識を問う問題である。

⑴　住宅ローンの変動金利や短期の固

定金利に影響を与えるのは，コール市

場の「無担保コール翌日物」の金利で

あり，中長期の固定金利に影響を与え

るのは，「新発 10 年物国債」の金利で

ある。したがって，⑴の記述は誤りで

ある。

⑵　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑶　金利や景気の先行きを判断する時の

代表的な指標に「景気動向指数」があ

るが，これは内閣府経済社会総合研究

所が毎月発表している。したがって，

⑶の記述は誤りである。

⑷　「景気動向指数」の種類には，「先行

指数」「一致指数」「遅行指数」がある

が，「有効求人倍率（除く学卒）」や「大

口電力使用量」などは「一致指数」に

該当する。したがって，⑷の記述は誤

りである。

⑸　円安ドル高が進むと輸入品の円建て

価格が上昇する結果，日銀は金融引き

締めに動き，金利は上昇傾向をたどり

やすくなる。したがって，⑸の記述は

誤りである。

表示規約と住宅ローン業務

問　18　「銀行業における表示に関する公正競

争規約（表示規約）」と住宅ローン業務につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　JA の支所・支店で，住宅ローンやマイカー

ローンなどのキャンペーンを行うために独

自のチラシやパンフレットを作成する場合，

「銀行業における表示に関する公正競争規約

（表示規約）」を遵守する必要がある。

⑵　住宅ローン取引を前提に景品キャンペー

ンを実施する際，「景品キャンペーン実施中」

というように，単にキャンペーンの実施の

みを表示する場合には，取引条件，景品類

の提供時期に関する事項等の表示は不要で

ある。

⑶　業界における唯一性を意味する用語で，

例えば「当 JA だけ」「我が国初」「金融

界で初めて」などは，その内容が客観的

に実証されていても使用することはできな

い。

⑷　借換えの広告には，借換えにあたって必

要となる費用（登記手数料，保証料，印紙

代等）の金額または料率を表示しなければ

ならない。

⑸　支所・支店で独自に広告やチラシを作成

する場合においては，法令順守の観点から

「表示規約」の遵守を徹底しなければならな

いが，実務上は本部の専任セクションと相

談しながら進めていくことが必要である。
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	 正解率　62％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，銀行業における表示に関す

る公正競争規約（表示規約）と住宅ロー

ン業務について問う問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　業界における唯一性を意味する用語

で，例えば「当 JA だけ」「我が国初」「金

融界で初めて」などは，その内容が客

観的に実証されている場合に限り使用

することができる。したがって，⑶の

記述は誤りであり，これが本問の正解

である。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

代理店制度と住宅ローン，公的住宅ローンの仕組み

問　19　「銀行代理店制度と住宅ローン業務」

および「公的住宅ローンの仕組みと特色」に

ついて，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 提携住宅ローン制度を利用して，住宅

販売会社がJA住宅ローンの商品説明を行っ

たり契約の一部を行ったりするなど，JA の

本来業務の一部を行うことは，原則として

銀行代理業務に該当することになる。

⑵　銀行代理店になる場合，いわゆる「参入

の適格性」の規制の遵守をすれば，顧客資

金の分別管理の徹底や誤認防止措置を設け

ることは不要である。

⑶　提携会社が提携先の金融機関のためでは

なく，「お客様のため」に住宅ローンの媒介

をしている場合でも，原則として銀行代理

業に該当すると判断されている。

⑷　財形住宅融資は，勤務先で一般財形貯蓄，

財形住宅貯蓄，財形年金貯蓄のうち，財形

住宅貯蓄を 1 年以上続けている人が利用で

きる融資である。

⑸　財形住宅融資は，金利は 5 年固定金利制

で，金利の見直しと同時に返済額も見直さ

れ，金利が上昇すれば返済額も上昇するが，

最大でも旧返済額の 1.25 倍までとなってい

る。

	 正解率　52％

正解　⑴	

　解　説

　　本問は，銀行代理店制度と住宅ロー

ン業務および公的住宅ローンの仕組み

と特色について，問う問題である。

⑴　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑵　銀行代理店になる場合，いわゆる「参

入の適格性」の規制の遵守が必要であ

るほか，顧客資金の分別管理の徹底や

誤認防止措置を設けることなどが求め

られる。したがって，⑵の記述は誤り

である。

⑶　提携会社が，提携先の金融機関のた

めではなく，「お客様のため」に住宅ロー

ンの媒介をしている場合は，銀行代理

業に該当しない。したがって，⑶の記

述は誤りである。

⑷　財形住宅融資は，勤務先で一般財形

貯蓄，財形住宅貯蓄，財形年金貯蓄の

いずれかを 1 年以上続けている人が利

用できる融資である。したがって，⑷

の記述は誤りである。

⑸　財形住宅融資は，金利は 5 年固定金
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利制で，金利の見直しと同時に返済額

も見直され，金利が上昇すれば返済額

も上昇するが，最大でも旧返済額の 1.5

倍までとなっている。したがって，⑸

の記述は誤りである。

不動産に関する基礎知識

不動産に関する基礎知識

問　20　不動産に関する基礎知識について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　建築基準法では，その集団規定において，

不動産について用途地域などに応じて具体

的に用途や規模を規制する規定を定めてい

る。

⑵　地価調査基準地標準価格とは，都道府県

が毎年 1 月 1 日現在の地価調査基準地の評

価額を公表するもので，公表の時期は 7 月

初旬である。

⑶　相続税の路線価は，国税庁が毎年 1 月 1

日現在で，相続税や贈与税などの資産税の

課税標準額を決めるために，その基礎とな

る価格を公表するものである。

⑷　不動産の鑑定評価において「収益還元法」

とは，その不動産が現時点から将来に向かっ

てどれくらい収益を生み出すかを予想し見

積額を計算した上で，その収益が達成され

る可能性やリスクを見込んで還元利回りを

求めて，予想収益を還元利回りで割り戻し

て不動産の価格を求める方法である。

⑸　不動産の鑑定評価方法である「原価法」「収

益還元法」「取引事例比較法」のうち，一番

本質的な不動産の価値を示すのは，「収益還

元法」だといわれている。

	 正解率　45％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，不動産に関する法律および

不動産取引にかかる基礎知識等ついて

問う問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　地価調査基準地標準価格とは，都道

府県が毎年 7 月 1 日現在の地価調査基

準地の評価価格を公表するもので，公

表の時期は 9 月下旬である。したがっ

て，⑵の記述は誤りで，これが本問の

正解である。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

不動産登記に関する基礎知識

問　21　不動産の登記に関する基礎知識につ

いて，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　A さんが，所有する土地を平成 27 年 8 月

10 日に B さんに，同一物件を平成 27 年 9

月 10 日に C さんに売却し，B さんより先

に C さんが所有権を登記した場合でも，原

則として先に購入した B さんが所有権を主

張できる。

⑵　不動産の登記記録は，表題部，権利部（甲

区），権利部（乙区）から構成されており，

権利部（甲区）には所有権以外の権利，権

利部（乙区）には所有権が登記されている。

⑶　不動産の登記記録の表題部には，不動産

の概要（所在，利用状況，規模など）が記

載されている。
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⑷　マンションの建物の専有部分と敷地利用

権は，分離して処分することはできないが，

登記記録は建物と敷地がそれぞれ個別にさ

れている。

⑸　不動産登記記録はコンピュータ化されて

おり，従来の「登記簿謄本」の代わりに「登

記識別情報」が，「登記済証」の代わりに「全

部事項証明書」が交付される。

	 正解率　9％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，不動産登記に関する基礎知

識を問う問題である。

⑴　A さんが所有する土地を平成 27 年 

8 月 10 日に B さんに，同一物件を平成

27 年 9 月 10 日に C さんに売却し，B さ

んより先に C さんが所有権を登記した場

合には，原則として先に登記した C さ

んが所有権を主張できる。つまり，不

動産登記には第三者対抗要件がある。

したがって，⑴の記述は誤りである。

⑵　不動産の登記記録は，表題部，権利

部（甲区），権利部（乙区）から構成さ

れており，権利部（甲区）には所有権，

権利部（乙区）には所有権以外の権利

が登記されている。したがって，⑵の

記述は誤りである。

⑶　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑷　マンションの建物の専有部分と敷地

利用権は分離して処分することはでき

ない。また，マンションの一部屋の建

物の権利と敷地の利用権である土地の

権利は切り離せないことになっており，

登記記録は，建物の登記記録に土地の

敷地権が一体として記載され土地・建

物が 1 つにされている。したがって，

⑷の記述は誤りである。

⑸　不動産登記記録はコンピュータ化さ

れており，従来の「登記簿謄本」の代

わりに「全部事項証明書」が，「登記済

証」の代わりに「登記識別情報」が交

付される。したがって，⑸の記述は誤

りである。

不動産取引に関する基礎知識

問　22　不動産取引に関する基礎知識につい

て，誤っているものはいくつあるか，⑴～⑸

の中から 1つ選びなさい。

ａ．宅地建物取引業者（以下，宅建業者とい

う。）は，不動産売買等の契約を締結する前

に，必ず宅地建物取引士が重要事項の説明

を行わなければならないが，その場合は必

ずしも専任の宅地建物取引士でなくてもよ

い。

ｂ．宅建業者が仲介行為を行う場合の「専任

媒介契約」および「専属専任媒介契約」に

係る契約期間は，6 カ月以内としなければ

ならない。

ｃ．不動産の売買契約においては，買主が解

約手付金および代金の一部を支払った後で

も，売主は手付金の倍額を支払えば契約を

解除できるとされている。

ｄ．瑕疵担保責任とは，買主が引渡しを受け

た後，それまでに見つけることができなかっ

た隠れた瑕疵が発見された時の売主の責任

のことであるが，民法では，買主は発見し

た時から 1 年以内であれば，損害賠償の請

求ができることとなっている。

ｅ．土地の売買契約において，その土地の登
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記記録の面積（公簿面積）で契約することは，

実測面積と違ってくることがあり，民法上

の規定で無効としている。

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

⑸　5 つ

	 正解率　95％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，不動産取引に関する基礎知

識（宅地建物取引業，不動産売買契約

のポイント）について問う問題である。

・a の記述は正しい。

・宅建業者が仲介行為を行う場合の「専

任媒介契約」および「専属専任媒介契約」

に係る契約期間は，3 ヵ月を超えては

ならない。したがって，b の記述は誤

りである。

・不動産の売買契約において，買主が解

約手付を支払った後，さらに代金の一

部を支払えば，売主から見てその相手

の買主が契約の履行に着手したことに

なることから，売主は手付金の倍額を

支払っても契約を解除できないことに

なる。したがって，c の記述は誤りで

ある。

・ d の記述は正しい。

・土地の売買契約においては，その土地

の登記記録の面積（公簿面積）で契約

してもかまわず，これに関する民法上

の規定は特にない。したがって，e の

記述は誤りである。

　　以上により，b，c，e が誤りであり，

⑶が本問の正解となる。

土地利用および建物の規模に関する基礎知識

問　23　「土地の利用に関する基礎知識」およ

び「建物の規模に関する基礎知識」について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　500㎡の敷地のうち，300㎡が第 2 種住居

地域で，200㎡が第 2 種中高層住居専用地

域だとすると，敷地全体に第 2 種住居地域

の制限が適用される。

⑵　建ぺい率とは敷地面積に対する建築面積

の割合のことで，容積率とは建物の延べ面

積の敷地面積に対する割合のことである。

⑶　建ぺい率について，敷地が特定行政庁の

指定する角地である場合には，10％の加算

が認められる。

⑷　500㎡の敷地で，300㎡が建ぺい率 80％，

200㎡が建ぺい率 60％の制限を受けている

とすると，敷地全体の建ぺい率は 70％とな

る。

⑸　前面道路が 10m，商業地域（前面道路に

乗じる数値は 0.6），指定容積率 680％，敷

地面積 200㎡の敷地における最大の延べ面

積は 1,200㎡である。

	 正解率　36％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，不動産取引に関する法令制

限のうち，土地の利用および建物の規

模等について理解しておく必要があり，

これを問う問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。
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⑷　敷地が 2 つの異なる建ぺい率の地域

にまたがっている場合は，面積按分す

る。

　（300㎡× 0.8 ＋ 200㎡× 0.6）／ 500㎡

＝ 0.72

　この結果，敷地全体の建ぺい率は 72％

である。したがって，⑷の記述は誤りで，

これが本問の正解である。

⑸　の記述は正しい。

道路と敷地の関係に関する基礎知識

問　24　「道路と敷地の関係の基礎知識」につ

いて，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　都市計画区域内においては，敷地が道路

に 4m 以上接していなければ，建物は建て

られない。

⑵　建築基準法では，幅員 4m 以上（特別な

区域においては 6m 以上）のものを道路と

定義している。

⑶　私人の所有で幅員 2m 以上を確保し，かつ，

一定の技術的基準に適合するため，行政側

からその位置指定を受けたものを「位置指

定道路」と呼んでいる。

⑷　セットバック部分は，建物を建築するこ

とは認められないが，境界のための塀を作

ることは認められている。

⑸　前面道路幅員が 3m の敷地において，道

路の向こう側が崖の場合には，道路のこち

ら側には 0.5m のセットバックが必要であ

る。

	 正解率　96％

正解　⑵	

　解　説

　　不動産取引に関しては様々な法令制

限があり，本問は道路と敷地の関係に

ついての基礎知識を問う問題である。

⑴　都市計画区域内において，敷地が道

路に 2m 以上接していなければ，建物

は建てられない。したがって，⑴の記

述は誤りである。

⑵　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑶　私人の所有で幅員 4m 以上を確保し，

かつ，一定の技術的基準の適合するた

め，行政側からその位置指定を受けた

ものを「位置指定道路」と呼んでいる。

したがって，⑶の記述は誤りである。

⑷　セットバック部分は，建物の建築や

塀を作ることは認めらていない。した

がって，⑷の記述は誤りである。

⑸　道路の向こう側がセットバックでき

ない場合は，崖のこちら側だけで 4m

必要なことから，1m のセットバックと

なる。したがって，⑸の記述は誤りで

ある。

住宅ローンの審査

本人確認書類のチェックポイント

問　25　JA住宅ローンの申込受付事務におけ

る「本人確認書類のチェックポイント」につ

いて，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　本人確認を公的書類で行う場合は，有効

期限に注意を払い，「住所」「氏名」「性別」

をチェックする。

⑵　本人確認書類の旅券（パスポート）には

有効期限が 5 年と 10 年があり，表紙の色
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が青の場合は 5 年有効旅券，赤の場合は 10

年有効旅券となっている。

⑶　健康保険証による確認において，本人確

認書類を特定するに足りる事項として「記

号・番号」があり，これを確認記録に記載

する必要がある。

⑷　本人確認書類の住民票チェック事項の 1

つに「住民となった年月日」があるが，「居

住年数」を確認する必要がある。

⑸　特別永住者の確認は「特別永住者証明書」

で行うが，本人確認書類を特定するに足り

る事項として「番号」を確認記録に記載す

る必要がある。

	 正解率　59％

正解　⑴	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの申込受付事

務における，本人確認書類のチェック

ポイントについて問う問題である。

⑴　本人確認を公的書類で行う場合は，

有効期限に注意を払い，「住所」「氏名」

「生年月日」をチェックする必要がある。

したがって，⑴の記述は誤りで，これ

が本問の正解である。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

年収確認書類のチェックポイント

問　26　JA 住宅ローンの窓ロ審査における

「年収確認書類のチェックポイント」について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　給与所得者の所得証明書（市民税・県民

税課税証明書）は，その給与所得者が 1 月

1 日現在で住所があった市区町村に請求書

を提出し発行を受ける。

⑵　給与所得者の源泉徴収票は，勤務先の総

務経理の担当部署より配付されるが，場合

によっては住民税決定通知書等と所得の整

合性を確認することも必要である。

⑶　給与所得者の住民税決定通知書は，毎年

5 月ごろ各市区町村から交付され，勤務先

経由で配付される。

⑷　自営業者の納税証明書は，住所地の市区

町村に請求書を提出し発行を受ける。

⑸　確定申告書は，毎年 1 月～ 12 月の所得に

ついて，翌年 3 月 15 日までに申告するも

ので，給与所得や事業所得以外の他の所得

についても確認できる。

	 正解率　79％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの窓口審査に

おける，年収確認書類のチェックポイ

ントについて問う問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　自営業者の納税証明書は，納税地所

轄の各税務署に請求書を提出し発行を

受ける。したがって，⑷の記述は誤りで，

これが本問の正解である。

⑸　の記述は正しい。

物件確認書類のチェックポイント

問　27　JA 住宅ローンの窓ロ審査における

「物件確認書類のチェックポイント」について，
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正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　住宅ローンの受付窓口審査では，収入や

年齢のみならず，①融資金額は所定の担保

評価額の範囲内であること，②第 1 順位の

抵当権を設定することができることの 2 つ

を確認する。

⑵　不動産売買の「重要事項説明書」は，不

動産業者（宅地建物取引士）が，売買契約

を締結した後に買主に交付し，その取引内

容を説明するものである。

⑶　住宅を建てるために農地を宅地へ変更す

る場合は，各市町村の農業委員会の許可が

必要であり，この許可証のことを「農地転

用許可証」という。

⑷　地積測量図は，一筆の土地ごとに作成さ

れ，方位，地番，隣地の地番，求積の方法

などが記載されており，市区町村に請求書

を提出し写しの交付を受けることができる。

⑸　建物図面は，建物の位置や形状を明確に

したもので，法務局に請求書を提出し，写

しの交付を受けることができる。

	 正解率　62％

正解　⑸	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの窓口審査に

おける，物件確認書類のチェックポイ

ントについて問う問題である。

⑴　住宅ローンの受付窓口審査では，収

入や年齢のみならず，①融資金額は所

定の担保評価額の範囲内であること，

②第 1 順位の抵当権を設定すること，

③担保物件が管理可能な地域内にある

ことなどの，所定の条件を満たす必要

がある。したがって，⑴の記述は誤り

である。

⑵　不動産売買の「重要事項説明書」は，

不動産業者（宅地建物取引士）が，売

買契約を締結する前に買主に交付し，

その取引内容を説明するものである。

したがって，⑵の記述は誤りである。

⑶　住宅を建てるために農地を宅地へ変

更する場合は，各市町村の農業委員会

に申請し，都道府県知事（4 ヘクター

ル超の場合は農林水産大臣）の許可が

必要である。この許可証のことを「農

地転用許可証」という。したがって，

⑶の記述は誤りである。

⑷　地積測量図は，一筆の土地ごとに作

成され，方位，地番，隣地の地番，求

積の方法などが記載されており，法務

局に請求書を提出し写しの交付を受け

ることができる。したがって，⑷の記

述は誤りである。

⑸　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

個 人 信 用 情 報 の 確 認

問　28　JA住宅ローンの審査における個人信

用情報機関の「個人信用情報の確認」について，

誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　CRIN（Credit Information Network）とは，

「KSC（全国銀行個人信用情報センター）」

と「CIC（㈱シー・アイ・シー）」の 2 つの

個人信用情報機関が，それぞれのコンピュー

タをオンラインで結び，個人信用情報の相

互交流を図るために構築したネットワーク

のことで，1987 年からスタートしている。

⑵　CRIN（Credit Information Network） の

ネットワークシステムにより，各機関の会

員は，それぞれが加盟する個人信用情報機
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関を通じて他業界の信用情報を照会するこ

とができ，過剰融資の防止や多重債務者発

生の未然防止に効果を上げている。

⑶　一度ローンを実行したお客様でも，実行

後一定期間が経過し信用状況に不安がある

場合などは，改めて個人信用情報を活用し，

実行時に比べて他金融機関の融資残高や返

済状況が変化していないかをチェックする

必要がある。

⑷　「CIC」は，クレジット関連の信用情報機

関が合併して設立された個人信用情報機関

で，「申込情報」「クレジット情報」「利用記

録」等が照会できる。

⑸　「KSC」の登録情報を与信判断に利用する

場合や，個人信用情報を KSC に提出する

場合には，事前にお客様の同意を得なけれ

ばならない。

	 正解率　34％

正解　⑴	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの審査等にお

ける，個人信用情報の確認についての

理解度を問う問題である。

⑴　CRIN（Credit Information Network）

とは，「KSC（全国銀行個人信用情報

センター）」と「CIC（（株）シー・アイ・

シー）」ならびに「JICC（（株）日本信

用情報機構）」の 3 つの個人信用情報

機関が，それぞれのコンピュータをオ

ンラインで結び，個人信用情報の相互

交流を図るために構築したネットワー

クのことで，1987 年からスタートして

いる。したがって，⑴の記述は誤りで，

これが本問の正解である。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

個 人 情 報 保 護 法

問　29　個人情報保護法について，誤ってい

るものを 1つ選びなさい。

⑴　個人情報保護法は，個人の権利と利益を

保護するために，個人情報を取得し取り扱っ

ている事業者に対して，様々な義務や対応

を定めた法律で，平成 17 年 4 月から全面

施行されている。

⑵　個人情報取扱事業者は，本人の同意を得

たとしても，個人情報を目的以外で利用す

ることはできない。

⑶　個人情報取扱事業者は，本人からの求め

に応じ個人情報を開示しなければならず，

その公開された個人情報が事実と異なる場

合は，訂正や削除に応じなければならない。

⑷　個人情報取扱事業者が主務大臣の命令に

違反した場合は，6 カ月の懲役または 30 万

円以下の罰金，報告義務に違反した場合は

30 万円以下の罰金が科せられる。

⑸　個人情報保護法は，本人である個人の権

利を定めた法律ではなく，個人情報を取得

し，取り扱っている事業者が守らなければ

ならない義務を定め，それに違反した場合

には監督行政機関が処分を行うという性格

を持っている。

	 正解率　40％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，個人情報保護法における個

人情報の取扱いおよびコンプライアン
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スに関する問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　個人情報取扱事業者は，本人の同意

を得れば個人情報を目的以外で利用す

ることができる。したがって，⑵の記

述は誤りで，これが本問の正解である。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

個 人 情 報 に つ い て

問　30　個人情報について，正しいものを 1

つ選びなさい。

⑴　個人情報は，「生存する」個人に関する情

報であり，お客様が亡くなって相続が開始

した貯金に関する情報は個人情報にあたる

ものはない。

⑵　個人情報は個人に関する情報という位置

付けなので，会社や団体など法人に関する

情報は個人情報とはならず，当該企業の役

員や従業員などに関する情報も個人情報と

はならない。

⑶　個人情報を取り扱う事業者は自社ブラン

ドを守り，顧客満足度を向上させるために，

より積極的に情報セキュリティ対策に取り

組む必要がある。

⑷　JA では，個人情報に関する事項は，ホー

ムページヘの掲載や店頭へのポスターに

よる掲示等によりお客様向けに公表して

いることから，その内容についてお客様か

ら質問されても，必ずしも答える必要は

ない。

⑸　お客様からローンの申込等を受けた場合

には，利用できる個人情報の項目，利用目

的並びに第三者提供を行う相手先等を明示・

説明の上，口頭でよいから同意を得ること

が必要である。

	 正解率　80％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，個人情報保護法にかかる留

意点に関する問題である。

⑴　個人情報は，「生存する」個人に関

する情報であるが，お客様が亡くなっ

て相続が開始した貯金に関する情報は，

遺族（相続人）という生存する個人に

関する情報になることもある。したがっ

て，⑴の記述は誤りである。

⑵　個人情報は，個人に関する情報とい

う位置付けなので，会社や団体など法

人に関する情報は個人情報とならない

が，当該企業の役員や従業員などに関

する情報は個人情報となる。したがっ

て，⑵の記述は誤りである。

⑶　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑷　JA では，個人情報に関する事項は，

ホームページへの掲載や店頭へのポ

スターによる掲示等により，お客様

向けに公表しているが，その内容に

ついてお客様から質問されたら，答

えられるよう確認しておくことが必要

である。したがって，⑷の記述は誤り

である。

⑸　お客様からローン等の与信行為にか

かる申込等を受けた場合には，利用で

きる個人情報の項目，利用目的ならび

に第三者提供を行う相手先等を明示・

説明の上，書面により同意を得ること

が必要である。したがって，⑸の記述
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は誤りである。

返 済 能 力 の 審 査

問　31　JA 住宅ローンの「返済能力の審査」

に関する次の文章の（①）～（⑤）に当ては

まる語句の組み合わせとして，正しいものを

1つ選びなさい。

　　住宅ローンの借入者の返済能力を確認す

るためには，（　①　）が（　②　）をクリ

アし，かつ，次の「返済比率の算出」によ

り算出した割合が，所定の返済比率の範囲

内であることの確認が必要である。

　　返済比率の算出＝「（　③　）＋（　④　）」

÷（　①　）× 100（％）

　　なお，（　④　）に事業資金および農業関

連資金は（　⑤　）。

⑴　①　前年度税込年収

　　②　所得基準

　　③　今回のローンの年間元利金返済額

　　④　現在利用中のローンの年間元利金返済額

　　⑤　含まれる

⑵　①　前年度税引後年収

　　②　年収基準

　　③　今回のローンの年間元利金返済額

　　④　現在利用中のローンの年間元利金返済額

　　⑤　含まれない

⑶　①　前年度税込年収

　　②　年収基準

　　③　現在利用中のローンの年間元利金返済額

　　④　今回のローンの年間元利金返済額

　　⑤　含まれない

⑷　①　前年度税込年収

　　②　年収基準

　　③　今回のローンの年間元利金返済額

　　④　現在利用中のローンの年間元利金返済額

　　⑤　含まれない

⑸　①　前年度税込年収

　　②　所得基準

　　③　今回のローンの年間元利金返済額

　　④　現在利用中のローンの年間元利金返済額

　　⑤　含まれない

	 正解率　49％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの返済能力の

審査に関する理解度を問う問題である。

　　住宅ローンの借入者の返済能力を確

認するためには，前年度税込年収が年

収基準をクリアし，かつ，次の「返済

比率の算出」により算出した割合が，

所定の返済比率の範囲内であることの

確認が必要である。

　　返済比率の算出＝「今回のローンの

年間元利金返済額＋現在利用中のロー

ンの年間元利金返済額」÷前年度税込

年収× 100（％）

　　なお，現在利用中のローンの年間元

利金返済額に事業資金および農業関連

資金は含まれない。

　　以上により，⑷が本問の正解である。

J A 住 宅 ロ ー ン の 担 保

問　32　JA住宅ローンの担保について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 住宅ローンでは，融資対象物件に対し

第 1 順位の抵当権を設定登記するが，「物件

の所在地は JA の管理可能な地域内である

こと」「建物に対しては，火災共済（保険）

に加入してもらい，その共済金（保険金）
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請求権に原則として第 1 順位の質権を設定

すること」の条件も満たしていることが必

要である。

⑵　200％借換応援型の担保評価において，土

地については借換時に公的評価により再評

価するが，建物については新築時の建築請

負契約書により建築費を確認し，原則とし

て標準減価率の算式によって評価する。

⑶　200％借換応援型では，借換えと同時に改

装・補修を行う場合の貸付限度額は，現在

借入中の住宅ローンと諸費用および改装・

補修費用が，土地と建物の担保評価額の最

大 200％以内（但し，諸費用および改装・

補修費用の合計額は 1,000 万円が限度）で

ある。

⑷　借換応援型では，増改築を含む場合，貸

付金額に増改築に伴い増加する担保評価額

を加算することができる。

⑸　担保物件に先順位の抵当権がある場合の

貸付限度額は，担保価格から先順位の抵当

権債権額（残存債権額の確認が可能な場合

はその額）を差し引いた額の範囲内とする。

	 正解率　35％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの担保設定お

よび担保評価等に関する理解度を問う

問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　200% 借換応援型では，借換えと同時

に改装・補修を行う場合の貸付限度額

は，現在借入中の住宅ローンと諸費用

および改装・補修費用が，土地と建物

の担保評価額の最大 200% 以内（但し，

諸費用および改装・補修費用の合計額

が500万円が限度）である。したがって，

⑶の記述は誤りであり，これが本問の

正解である。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

担 保 評 価 額 の 計 算

問　33　Aさんが，10年前にB銀行の住宅ロー

ンを利用（現在残高 20,000 千円）し購入した

自宅（概要は下表のとおり）に関して，JAの

住宅ローン（借換応援型）での借換えを申し

込んできた案件にかかる担保評価額について，

正しいものを 1つ選びなさい（土地の評価は

固定資産税評価額倍率後の 100％とする）。

《土地》

①　所有者：A

②　地積：150㎡（約 45 坪）

③　所有権以外の権利：

　　　　　　　　東西銀行の抵当権

（25,000 千円の設定）

④　固定資産税評価額：10,000 千円

⑤　固定資産税評価倍率：1.1

《建物》

①　所有者：A

②　床面積：1 階 60㎡，2 階 40㎡

③　所有権以外の権利：

　　　　　　　　東西銀行の抵当権

（25,000 千円の設定）

④　新築時工事請負価額：20,000 千円

⑤　経過年数減価率：0.6

⑴　10,000 千円
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⑵　19,000 千円

⑶　20,000 千円

⑷　25,000 千円

⑸　30,000 千円

	 正解率　40％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの「担保評価」

の算出に関する理解度を問う問題である。

< 計算 >

・土地の担保評価額＝固定資産税評価額×

固定資産税評価倍率（1.1）=11,000千円

・建物の担保評価価格＝新築時工事請負

価額 20,000 千円×（1 －経過年数減価

率 0.6）＝ 8,000 千円

・土地および建物合計の担保評価＝

　11,000 千円＋ 8,000 千円＝ 19,000 千円

　　以上により，⑵が本問の正解である。

不動産登記に関する基礎知識

問　34　不動産登記の基礎知識について，正

しいものを 1つ選びなさい。

⑴　登記記録は，土地は地番順に，建物は敷

地の地番順に，整理されているため，地番

が分からないと登記所では，登記記録を見

ることはできない。

⑵　仮登記は，本登記するための手続き上の

要件が整っていない時に，あらかじめ順位

を保全するために行う登記であるが，仮登

記が本登記になった場合には，仮登記の順

番で本登記がなされたことになることから，

これより後順位の登記に効力が優先する。

⑶　登記されている担保権には順位が付けら

れており，利害関係者の間で合意を取り付

けたとしても，その順位は変更することが

できない。

⑷　改正不動産登記法が平成 17 年 3 月 7 日に

施行され，登記済証（権利書）の代わりに「登

記識別情報」が通知されるようになったが，

申請すれば誰でも取得することができる。

⑸　昭和 63 年に「電子情報処理組織（コン

ピュータ）による登記に関する特例」が成

立し，全国各地で登記のコンピュータ化が

進められたが，現在まだ一部の地域がコン

ピュータ化されていない。

	 正解率　57％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，不動産登記簿の基礎知識を

確認する問題である。

⑴　登記記録は，土地は地番順に，建物

は敷地の地番順に整理されているが，

地番が分からない場合，各登記所に住

居表示と地番との対照地図が備えられ

ているので，これを使って調べること

ができる。したがって，⑴の記述は誤

りである。

⑵　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑶　登記されている担保権には順位が付

けられているが，利害関係者の間で合

意を取り付けられれば，その順位を変

更することができる。したがって，⑶

の記述は誤りである。

⑷　改正不動産登記法が平成 17 年 3 月 

7日に施行され，登記済証（権利書）の

代わりに「登記識別情報」が通知され

るようになったが，通知された所有者

だけが取得することになる。したがっ
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て，⑷の記述は誤りである。

⑸　現在では，全ての地域の法務局で登

記記録のコンピュータ化が完了してい

る。したがって，全国どこからでも登

記記録を確認できるようになっている。

したがって，⑸の記述は誤りである。

不動産登記簿（登記事項証明書）

問　35　不動産登記簿（登記事項証明書）に

ついて，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　不動産登記簿は，当該不動産の所有者の

みが，所定の申請書に申請内容を記載し手

数料を現金で支払うことにより取得するこ

とができる。

⑵　表示登記とは，不動産登記簿の表題部に

なされる登記のことであるが，家を新築し

た場合などは，引渡しから 1 カ月以内に表

示登記をする必要がある。

⑶　土地を購入して新築住宅を建てた場合，

土地については「所有権の移転登記」，建物

については「所有権の保存登記」をする必

要がある。

⑷　所有権一部移転登記とは，共有物件でな

い不動産の所有権の一部を他に移転して共

有物とする際に行われる登記である。

⑸　コンピュータ式登記簿の記載事項に下線

があるものは，抹消事項であることを示し

ている。

	 正解率　69％

正解　⑴	

　解　説

　　本問は，不動産登記簿（登記事項証

明書）についての理解度を確認する問

題である。

⑴　不動産登記簿は，所定の申請書に申

請内容を記載して手数料（登記印紙で

納付）を支払えば，誰でも見ることが

できる。したがって，⑴の記述は誤り

であり，これが本問の正解である。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

住宅ローンの申込受付時・契約時・実行時のポイント

問　36　住宅ローンの申込受付時・契約時・

実行時のポイントについて，誤っているもの

はいくつあるか，⑴～⑸の中から 1つ選びな

さい。

ａ．住宅ローンの契約締結にあたって重要な

ことに，借入者に事前に借入意思の確認を

することがあるが，連帯保証人や担保提供

者については，契約締結時に記名・押印し

てもらえば，それが保証意思や担保提供意

思の確認となるので，意思確認の必要はな

い。

ｂ．住宅ローンの契約締結時においては，本

人から面前で自署・押印を求めることにな

るが，視覚障がいなどにより文字が書けな

い方の場合については，親族等に所定の方

法により代筆を依頼する。

ｃ．住宅ローンの借入申込書を受理する際に，

氏名や住所，生年月日，家族構成など借主

の属性に係ることのほか，希望する借入金

額，借入期間，金利などの借入状況について，

本人が記入しているかを他の提出書類の筆

跡と比べるなどの方法で確認する必要があ

る。

ｄ．「KSC（全国銀行個人信用情報センター）」
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など個人信用情報機関を利用する商品の取

扱いについては，各種ローンの申込受付時

において同意書によりお客様の同意を確認

する必要があるが，別途，保証機関に対す

る同意を得る必要はない。

ｅ．住宅ローンの申込受付時および事前審査

時における同意書は，原則として当該ロー

ン完済後 3 年間の保存が必要とされる。

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

⑸　5 つ

	 正解率　79％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの受付時・契

約時・実行時のポイントについて知識

を問う問題である。

・「住宅ローンの契約締結にあたって重要

なことに、借入者に対する事前の借入

意思の確認があるが，連帯保証人，担

保提供者についても，事前に保証意思

や担保提供意思の確認は必要である。

したがって，a の記述は誤りである。

・b の記述は正しい。

・c の記述は正しい。

・「KSC（全国銀行個人信用情報セン

ター）」など個人信用情報機関を利用す

るローン商品の取扱いについては，各

種ローンの申込受付時において，同意

書によりお客様の同意を確認する必要

があるが，保証機関に対する同意も得

る必要がある。したがって，d の記述

は誤りである。

・住宅ローンの申込受付時および事前審

査時における同意書は，原則として当

該ローン完済後 5 年間の保存が必要と

される。したがって，e の記述は誤り

である。

　　以上により，a，d，e が誤りであり，

⑶が本問の正解となる。

団体信用生命共済被保険者加入申込書

問　37　JA住宅ローンの申込受付時の「団体

信用生命共済被保険者加入申込書」等につい

て，誤っているものを 1つ選びなさい。

⑴　住宅ローンについては，借入者の「団体

信用生命共済（団信）」の加入は，必須条件

となっているが，親子リレー返済の場合に

は，親子のいずれかが加入を認められれば

よい。

⑵　「JA 三大疾病保障特約」では，「がん」「急

性心筋梗塞」「脳卒中」に該当した場合であっ

ても，住宅ローンの返済にかかる約定利息・

約定遅延利息および遅延損害金について，

顧客負担となる場合がある。

⑶　「団体信用生命共済（団信）」における「長

期継続入院特約」では，災害または疾病に

より一定の条件を満たす入院をした場合に，

最大 36 カ月分のローン返済相当額の共済

金が支払われる。

⑷　「団体信用生命共済（団信）」の主契約（死

亡・後遺障害保障）の掛金は，原則，共済

契約者である JA が負担するが，特約部分

の掛金相当額については金利に上乗せして

借入者負担とするのが一般的である。

⑸　「団体信用生命共済（団信）」の加入事務上，

年 1 回は被共済者名簿と保管中の被共済者

加入票とを 1 件ごとに照合・確認し，不備
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や誤りがある場合には訂正等を行う必要が

ある。

	 正解率　74％

正解　⑴	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの団体信用生

命共済被保険者加入申込書等について

問う問題である。

⑴　住宅ローンについては，借入者の「団

体信用生命共済（団信）」の加入が必須

条件となっているが，親子リレー返済

の場合には，親子ともに加入を認めら

れる必要がある。したがって，⑴の記

述は誤りで，これが本問の正解である。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

質権設定契約，金銭消費貸借契約および金利に関する特約

問　38　JA 住宅ローンにかかる質権設定契

約・金銭消費貸借契約および金利に関する特

約等について，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 統一ローン融資要項においては，担保

物件である建物には火災共済（保険）に任

意で加入することになっているが，加入し

た場合には，その共済（保険）金請求権に

第 1 順位の質権を設定することになってい

る。

⑵　暴力団排除条項が記載されていない金銭

消費貸借契約証書を使用する場合には，JA

の担当者の判断により，借入者・連帯保証

人等から反社会的勢力に該当しないこと等

を記載した覚書の提出を受ける。

⑶　「金銭消費貸借契約証書」の締結にあたっ

ては，必要事項に記入を受け，必ずお客様

自身に自署・押印してもらうが，あわせて

捨印をしてもらうことにより，後日，記入

ミスや契約内容の変更の際には JA 職員が

訂正できるようになる。

⑷　保証委託契約書を保証機関と締結した後，

借入者が住宅ローンの返済不能に陥り，保

証機関が借入者に代わって返済した場合，

債務は求償債務として保証機関に移り借入

者の返済義務はなくなる。

⑸　住宅ローン借入当初の適用金利は，「金銭

消費貸借契約証書」において明らかにする

が，その後の適用ルールについて特約を定

める場合には，別途「金利に関する特約書」

を締結することになる。

	 正解率　71％

正解　⑸	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンにかかる質権

設定契約・金銭消費貸借契約および金

利に関する特約等について問う問題で

ある。

⑴　JA 統一ローン融資要項においては，

担保物件である建物について火災共済

（保険）への加入は義務付けしている。

したがって，⑴の記述は誤りである。

⑵　暴力団排除条項が記載されていない

金銭消費貸借契約証書を使用する場合

には，JA の住宅ローン担当者の判断で

なく，必ず借入者・連帯保証人から反

社会勢力に該当しないこと等を記載し

た覚書等の提出を受ける必要がある。

したがって，⑵の記述は誤りである。

⑶　「金銭消費貸借契約証書」の締結にあ
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たっては，必要事項に記入を受け，必

ずお客様自身に自署・押印してもらう

が，捨印を利用して契約内容を訂正す

ることは厳禁である。したがって，⑶

の記述は誤りである。

⑷　保証委託契約書を保証機関と締結し

た後，借入者が住宅ローンの返済不能

に陥り，保証機関が借入者に代わって

返済した場合，債務は求償債務として

保証機関に移るが，借入者の返済義務

は残る。したがって，⑷の記述は誤り

である。

⑸　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

抵 当 権 設 定

問　39　JA住宅ローンの抵当権設定等に関す

る留意事項について，誤っているものを 1つ

選びなさい。

⑴　住宅ローンでは，購入する物件（融資対

象となる土地・建物）を担保（抵当権）と

して設定するが，借入者が住宅ローンを返

済できなくなった場合には，最終的には担

保物件を売却処分して残債務の返済に充当

することが一般的である。

⑵　抵当権の設定登記に関しては，「抵当権設

定契約証書」の他にも，担保とする物件の

権利証（登記識別情報）や担保物件の所有

者の印鑑証明書，住民票，委任状，および

抵当権者の委任状，資格証明書が必要とな

る。

⑶　「抵当権設定契約証書」は，本人の担保提

供意思を確認したうえで，原則として本人

に記入してもらうことが必要である。

⑷　抵当権の設定登記は，通常，専門家であ

る司法書士に依頼するが，その際，司法書

士が委任状を作成・記述し，借入者（所有者）

本人が押印することとなる。

⑸　保証人に対する保証意思の確認は，保証

意思の確認を間違いなく行ったかどうか，

その時の状況を「保証人に対する保証意思

の確認記録」として，詳細に記録しておく

ことが必要である。

	 正解率　52％

正解　⑷	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンにかかる抵当

権設定および保証意思確認に関する留

意事項についての理解度を問う問題で

ある。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　抵当権の設定登記は，通常，専門家

である司法書士に依頼するが，その際，

借入者本人が記述・押印することとな

る。したがって，⑷の記述は誤りで，

本問の正解である。

⑸　の記述は正しい。

事後管理と「生活メイン化」

問　40　JA住宅ローンの「融資先の事後管理

と生活メイン化」について，最も適切なもの

を 1つ選びなさい。

⑴　融資判断の基本には「融資の 5 原則（安

全性の原則，収益性の原則，流動性の原則，

成長性の原則，公共性の原則）」があるが，

中でも「成長性の原則」は，他のすべての

原則に優先する大原則である。
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⑵　住宅ローンの事後管理には様々な目的が

あるが，お客様の「状況の把握」（いわゆる

債務者の実態把握）は特に重要である。

⑶　住宅ローンの決裁（承認）にあたり付さ

れた融資条件は，必ず住宅ローンの実行前

に全て履行されていなければならない。

⑷　住宅ローン取引は長期にわたるため，そ

の分，ビジネスチャンスも多くあり，「生活

メイン化」については，住宅ローンを実行

した後からしっかり図っていく必要がある。

⑸　住宅ローン実行後に発生するお客様の変

動等に関しては，その変動に対して常に融

資条件を変更して，担保や保証の変更を行

い住宅ローンの継続性を維持していくこと

が必要である。

	 正解率　53％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンの融資先の事

後管理の必要性および生活メイン化お

よび担当者に求められる役割について

の知識を確認する問題である。

⑴　融資判断の基本には「融資の 5 原則

（安全性の原則，収益性の原則，流動性

の原則，成長性の原則，流動性の原則，

公共性の原則）」があるが，中でも「安

全性の原則」は，他のすべての原則に

優先する大原則である。したがって，

⑴の記述は適切でない。

⑵　の記述は適切であり，これが本問の

正解である。

⑶　住宅ローンの決裁（承認）にあたり，

案件によっては，「出来上がり担保」の

ように，融資金により建物を建築し，

建物完成後に担保取得することを条件

に融資実行を先行させるなど，融資条

件の履行が事後になることもある。し

たがって，⑶の記述は適切でない。

⑷　住宅ローン取引は長期にわたるため，

その分，ビジネスチャンスも多くある

といえることから，「生活メイン化」に

ついて，住宅ローンが実行されてから

でなく，申込段階からすでに始めてい

かなくてはならない。したがって，⑷

の記述は適切でない。

⑸　住宅ローン実行後に発生するお客様

の変動等に関しては，常に当初の融資

条件を維持し，担保や保証の充実を図

りながら住宅ローンの安全性を維持し

ていくことが必要である。したがって，

⑸の記述は適切でない。

住宅ローンの推進

JA 住宅ローン推進の基本

問　41　JA 住宅ローン推進の基本等につい

て，誤っているものはいくつあるか，⑴～⑸

の中から 1つ選びなさい。

ａ．住宅ローンの獲得ルートにおいて「住宅

関連会社ルート」は，住宅ローン相談会を

開催し積極的な PR を実施することで見込

客を誘致し，住宅ローンニーズを発掘する

ルートである。

ｂ．住宅ローンの獲得ルートにおいて「渉外

ルート」は，住宅の建築や仲介を行うハウ

スメーカー，不動産仲介業者，ディベロッ

パー等の住宅関連会社からの情報ルートの

ことをいう。
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ｃ．最近では，住宅関連会社営業に特化した

拠点を設置する金融機関が増えており，住

宅ローン新規案件の 5 ～ 8 割をこうした

ルートから獲得している。

ｄ．住宅ローン案件の獲得ルートをしっかり

確立することで，顧客情報のある渉外担当

者の管理客から顧客情報のない JA 未取引

客まで対応することが可能となり，裾野の

広い顧客ニーズに対応ができる。

ｅ．「2014 年度民間住宅ローン利用者の実態

調査」（独立行政法人　住宅金融支援機構）

によると，利用した住宅ローンと媒体等の

1 位は，「金融機関」で，34.9％であった。

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

⑸　5 つ

	 正解率　16％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，住宅ローン推進の基本につ

いての知識を問う問題である。

・住宅ローンの獲得ルートにおいて「一

般ルート」は，住宅ローン相談会を開

催し，積極的な PR を実施することで

見込客を誘致し，住宅ローンニーズを

発掘するルートである。したがって，a

の記述は誤りである。

・住宅ローンの獲得ルートにおいて「住

宅関連会社ルート」は，住宅の建築や

仲介を行うハウスメーカー，不動産仲

介業者，ディベロッパー等の住宅関連

会社からの情報ルートのことをいう。

したがって，b の記述は誤りである。

・c の記述は正しい。

・d の記述は正しい。

・「2014 年度民間住宅ローン利用者の実

態調査」（独立行政法人　住宅支援機構）

において，「利用した住宅ローンと媒体

等」の 1 位は，「住宅・販売事業者」で

34.9％であった。したがって，e の記述

は誤りである。

　　以上により，a，b，e が誤りであり，

⑶が本問の正解となる。

J A 提 携 住 宅 ロ ー ン

問　42　「JA提携住宅ローン」について，誤っ

ているものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 提携住宅ローンの参加 JA は，提携関

係を利用して，提携先住宅関連会社が販売

する物件を購入する人の紹介を受けること

ができる。

⑵　お客様から見た場合，JA 提携住宅ローン

を利用することで，住宅関連会社を通じて

住宅ローンの申込みが可能となり，事前審

査によりローン利用の可否について早期に

回答を受けることができるメリットがある。

⑶　提携会社がお客様から JA 住宅ローンの

借入希望を受けた時，提携会社はお客様が

記入した審査書類を JA に持ち込むことが

できる。

⑷　代理受領とは，住宅ローンの申込人から

借入金の振込処理に係る依頼を受けた場合，

提携会社が指定する口座に直接入金するこ

とである。

⑸　住宅ローンの審査の結果は，審査結果（可

否）に関わらず，提携会社に速やかに通知

するとともに，その結果を提携会社が申込

人に通知することになっている。
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	 正解率　73％

正解　⑸	

　解　説

　　本問は，JA 提携住宅ローンに関して

問う問題である。

⑴　の記述は正しい。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　住宅ローンの審査の結果は，審査結

果（可否）に関わらず，申込人に通知

すると同時に，提携会社にも速やかに

通知する。したがって，⑸の記述は誤

りであり，これが本問の正解である。

住宅関連会社営業の推進

問　43　住宅関連会社営業の推進手順につい

て，適切でないものを 1つ選びなさい。

⑴　住宅関連会社営業において，住宅建設以

外の事業に手を広げている会社は，資金繰

りが苦しくなっている可能性があることか

ら，注意をする必要がある。

⑵　住宅関連会社に初回訪問する場合は，業

者選定時の情報と食い違いがないか確認し

た上で，不動産業界は土曜日の定休日が多

いことから，訪間の日程・時間を調整する

必要がある。

⑶　住宅関連会社の営業担当者と信頼関係が

構築された後の初回紹介案件は，JA の審査

スピードを試していることがありえること

から，事前審査は「翌営業日以内」，正式審

査は「5 営業日以内」の回答が基本である。

⑷　住宅関連会社の営業担当者は他金融機関

との接触も持っていることから，住宅関連

会社の営業担当者とは，定期的な訪問によ

り金融機関に関する情報や顧客のニーズを

必ず聞き出すなど，情報交換が不可欠であ

る。

⑸　住宅関連会社の訪問について，土日は一

般的に金融機関が休みのため，相談したい

案件の照会は月曜日が一番多く見込まれ，

月曜日に訪問すれば案件に遭遇する確率が

高い。

	 正解率　37％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，住宅関連会社営業の推進手

順について，理解度を問う問題である。

⑴　の記述は適切である。

⑵　住宅関連会社に初回訪問する場合は，

業者選定時の状況と食い違いがないか

確認した上で，不動産業界は水曜日の

定休日が多いことから，訪問の日程・

時間を調整する必要がある。したがっ

て，⑵の記述は適切でなく，これが本

問の正解である。

⑶　の記述は適切である。

⑷　の記述は適切である。

⑸　の記述は適切である。

住宅ローン相談会による見込客の発掘

問　44　「住宅ローン相談会による見込客の発

掘」について，正しいものを 1つ選びなさい。

⑴　JA 住宅ローン相談会の主な誘致対象は，

JA 利用客で JA 住宅ローン未取引の管理客

である。

⑵　管理客以外のJA利用客やJA未取引客は，

渉外担当者の管理客に比べると把握してい
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る情報は少ないが，相当に顧客数も少なく，

JA 住宅ローン相談会の誘致対象としてはそ

ぐわない。

⑶　これまでの実績から JA 未取引客の相談

会への来会動機の割合をみると，JA 未取引

客割合が高い JA ほど「チラシ・新聞広告」

の割合が高く，JA 未取引客割合が低い JA

ほど「渉外担当者の勧誘」「DM」の割合が

高くなっている。

⑷　住宅展示場での住宅ローン相談会の開催

は，住宅取得に関心があり，かつ，具体的

なプランやローンニーズを持つ来場者の割

合が高く，見込み案件の獲得率が非常に高

くなる。

⑸　住宅ローン相談会開催の広告効果の賞味

期限として，DM は 2 カ月程度，新聞折込，

ポスティングは 1 週間程度が目安といわれ

ている。

	 正解率　92％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，住宅ローン相談会による見

込客の発掘についての理解度を問う問

題である。

⑴　住宅ローン相談会の主な誘致対象は，

日常の渉外活動では住宅ローンニーズ

の把握が難しい管理客以外の JA 利用

客と JA 未取扱客になる。したがって，

⑴の記述は誤りである。

⑵　管理客以外の JA 利用客や JA 未取引

客は，渉外担当者の管理客に比べると

把握している情報は少ないが，相当に

顧客数が多く，住宅ローン相談会の誘

致対象として重要である。したがって，

⑵の記述は誤りである。

⑶　の記述は正しく，これが本問の正解

である。

⑷　住宅展示場での住宅ローン相談会の

開催は，住宅取得に関心のある多数の

来場者が期待できる反面，具体的なプ

ランやローンニーズをを持つ来場者の

割合が低く，見込案件の獲得率が非常

に低くなる。したがって，⑷の記述は

誤りである。

⑸　住宅ローン相談会開催の広告効果の

賞味期限として，DM は 1 ヵ月程度，

新聞折込，ポスティングは 2 週間程度

が目安と言われている。したがって，

⑸の記述は誤りである。

借 換 推 進 の ポ イ ン ト

問　45　住宅ローンの「借換推進のポイント」

について，誤っているものはいくつあるか，

⑴～⑸の中から 1つ選びなさい。

ａ．住宅ローンを固定金利で契約した場合，

一度契約をすると原則として契約内容の変

更はできないが，金利については，その後

の経済環境が変化すれば見直しされる。

ｂ．住宅ローンを借り換える目的は，「高金利

ローンから低金利ローンヘの金利引下げ効

果による，毎月の返済額・総支払額の軽減」

に尽きるといえる。

ｃ．住宅ローンの借換えは，利用中の住宅ロー

ン金利と，借換え後の住宅ローン金利の金

利差が大きいほどメリットがあることから，

低金利の現在は住宅ローンの借換えのタイ

ミングではない。

ｄ．住宅ローンの借換えのメリットは，金利差，

借入金額，返済方法の 3 つの要素によって

大きく変わってくることから，3 つの要素
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を考慮しながら，最適なタイミングで借換

えができるようアドバイスしていく必要が

ある。

ｅ．顧客によっては，将来の金利上昇を懸念

して，借換えによる利息の効果は限定的で

あっても，「金利が上昇しないことによる安

心」を求めて，10 年固定で借換えをするケー

スもある。

⑴　1 つ

⑵　2 つ

⑶　3 つ

⑷　4 つ

⑸　5 つ

	 正解率　37％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，住宅ローンに関する借換推

進のポイントについて問う問題である。

・住宅ローンは，一度契約をすると原則

として契約内容を変更することはでき

ない。特に固定金利で契約をした場合

には，原則その後の経済環境にかかわ

らず，借入期間中は当初契約した金利

が最後まで適用される。したがって，a

の記述は誤りである。

・b の記述は正しい。

・住宅ローンの借換えは，利用中の住宅

ローン金利と，借換え後の住宅ローン

金利の金利差が大きいほどメリットが

あることから，低金利の現在は，住宅

ローンの借換えのタイミングであると

いえる。したがって，c の記述は誤り

である。

・住宅ローンの借換えのメリットは，金

利差，借入金額，残存期間の 3 つの要

素によって大きく変わってくることか

ら，3 つの要素を考慮しながら，最適

なタイミングで借換えができるようア

ドバイスしていく必要がある。したがっ

て，d の記述は誤りである。

・e の記述は正しい。

　　以上により，a，c，d，が誤りであり，

⑶が本問の正解となる。

顧客への提案に関する基礎知識

問　46　住宅ローンの「顧客への提案のため

の基礎知識」として，誤っているものを 1つ

選びなさい。

⑴　日本国内の金利は，①国内景気動向，②

外国為替相場，③株価動向などに連動して

決まっているが，そこに大きく関与してい

るのは「日銀による金融政策」である。

⑵　長期金利と短期金利の一般的な特徴は，

①短期金利の変動幅は長期金利より大きい，

②過去の金利動向の谷と山を見ると，先に

来るのは長期金利の方，③低金利下では長

期金利の方が金利は高く，高金利下では短

期金利の方が金利は高いという点にある。

⑶　JA の「固定変動選択型住宅ローン」は，

特約期間終了後は顧客の申し出により，そ

の時点の固定金利を選択可能とするが，申

し出がない場合は自動的に変動金利となる。

⑷　JA の「固定変動選択型住宅ローン」の月々

の返済額は，特約の見直しの都度再計算さ

れるが，125％ルールの適用はない。

⑸　「固定変動選択型住宅ローン」の返済シ

ミュレーションを作成する場合は，当初特

約期間終了後の将来金利をどのように設定

（仮置き）するかがポイントであるが，顧客

の実情・ニーズに応じて 3 種類程度作成・
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提示することが望ましい。

	 正解率　47％

正解　⑴	

　解　説

　　本問は，住宅ローンの顧客への提案

のための基礎知識について問う問題で

ある。

⑴　日本国内の金利は，①国内景気動向，

②外国為替相場，③物価動向（インフ

レ率）などに連動して決まっているが，

そこに大きく関与しているのは「日銀

による金融政策」である。したがって，

⑴は誤りで，これが本問の正解である。

⑵　の記述は正しい。

⑶　の記述は正しい。

⑷　の記述は正しい。

⑸　の記述は正しい。

提 案 手 順 お よ び 事 例

問　47　住宅ローンの「お客様への提案手順」

および「JA住宅ローンの提案事例」について，

適切なものを 1つ選びなさい。

⑴　提案書作成のために必要な情報収集の入

口として，事前ヒアリングが重要であるが，

資金計画の規模や自己資金の有無が分かれ

ば，購入先住宅関連会社や購入の時期，購

入予定地域等のヒアリングは不要である。

⑵　提案書による返済計画を確認した後，顧

客から質問があった場合，その場で回答が

困難であっても，紹介獲得の可能性および

顧客の満足度を高めるため，即答すること

が重要である。

⑶　小学生の子供がいるお客様の場合は，教

育費という将来の大きな支出に備えた資金

計画のアドバイスと住宅ローンの返済プラ

ンのアドバイスを併せて行うことで，信頼

関係を獲得できる可能性がある。

⑷　教育費の負担がピークを迎えているお客

様の場合は，10 年固定の固定変動選択型住

宅ローンの利用により，当面の返済額を低

く抑えたプランの提案が必要である。

⑸　目の前に大きな出費（子供の大学進学資

金）が控えている 50 歳前後のお客様の場合，

自己資金は手元に残すより住宅資金に回す

ことにし，住宅ローンの借入金額をできる

限り減額するという選択肢がベストである。

	 正解率　57％

正解　⑶	

　解　説

　　本問は，JA 住宅ローンのお客様への

提案手順および JA 住宅ローンの提案

事例について問う問題である。

⑴　提案書作成のために必要な情報収集

の入口として事前ヒアリングが重要で

あり，あくまでも計画の全体像を把握

することから，購入先住宅関連会社や，

資金計画の規模や自己資金の有無，購

入の時期，購入予定地域等の把握は必

要である。したがって，⑴の記述は適

切でない。

⑵　提案書による返済計画を確認した後，

顧客から質問があった場合，安易な回

答を避け，確認のうえ対処する。した

がって，⑵の記述は適切でない。

⑶　の記述は適切であり，これが本問の

正解である。

⑷　教育費の負担がピークを迎えている

お客様の場合は，3 年固定の固定変動

選択型住宅ローンの利用により，当面
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の返済額を低く抑えたプランの提案が

必要である。したがって，⑷の記述は

適切でない。

⑸　目の前に大きな出費（子供の大学進

学資金）が控えている 50 歳前後のお客

様の場合，自己資金をある程度手元に

残しておき，借入額を少し増額すると

いう選択肢もある。したがって，⑸の

記述は適切でない。

ワンステップ上の提案ノウハウ

問　48　住宅ローン推進にあたっての「ワン

ステップ上の提案ノウハウ」について，適切

でないものを 1つ選びなさい。

⑴　提案型営業とは，計算上の「融資可能額」

から一歩踏み込んで返済の方法を考え，住

宅ローンだけにフォーカスせず，金融商品

全体を見渡すことを心がけて，お客様の満

足を得る営業方法である。

⑵　生命保険を切り口とした家計見直しの場

合，万一の不安を民間生保で賄う必要はな

く，「団体信用生命共済＋老齢年金」で検討

することがポイントである。

⑶　お客様にとって「住宅資金」は，「教育資

金」「老後資金」とともに人生の 3 大支出の

1 つであり，住宅ローンもライフプランと

して一体的に考え，お客様が望んでいるラ

イフスタイルに組み込んだアドバイスが効

果的である。

⑷　具体的な返済プランの作成・提供に先立っ

ては，お客様に対して，①住宅ローンの商

品概要，②金利タイプ別の特徴，③金利変

動ルール，④金利変動リスクなどの基本情

報を，書面をもって説明することが必要と

されている。

⑸　住宅ローンの元利均等返済の利息計算に

おいては，返済年数が違っても，借入金額・

金利が同じであれば初回返済の利息は同じ

である。

	 正解率　46％

正解　⑵	

　解　説

　　本問は，住宅ローン推進にあたって

のワンステップ上の提案ノウハウにつ

いて問う問題である。

⑴　の記述は，適切である。

⑵　生命保険を切り口とした家計見直し

の場合，万一の不安を民間生保で賄う

必要はなく，「団体信用生命共済＋遺族

年金」で検討することがポイントであ

る。したがって，⑵の記述は適切でなく，

これが本問の正解である。

⑶　の記述は，適切である。

⑷　の記述は，適切である。

⑸　の記述は，適切である。

住宅ローン推進とコンプライアンス

コンプライアンスの重要性

問　49　「コンプライアンスの重要性と日常業

務」について，適切でないものを 1つ選びな

さい。

⑴　コンプライアンスとは，一般的には「法

令等遵守」と訳され，各種の法律のほか業

界団体のルール，JA 内の規則や事務取扱基

準等を含めて，これらの諸ルールを厳正に

遵守することといわれている。



JA 住宅ローン実務 JA住宅ローン実務JA 住宅ローン実務 JA住宅ローン実務

−68− −69−

⑵　JA の信用事業は貯金業務，融資業務，為

替業務をはじめ様々な業務を取り扱ってお

り，JA は高いレベルでの公共的・社会的使

命と責任を有していることから，お客様の

確固たる信頼を確保するうえでコンプライ

アンスは不可欠である。

⑶　新しい営業方法や新商品の登場は，お客

様にメリットをもたらす反面，金融機関に

とっては，取引方法や金融商品の販売方法

をめぐるトラブルが増加していることから，

これまで以上にコンプライアンスを意識し

た経営が求められている。

⑷　JA 職員は，各自が「遵守すべき法令等」

を理解のうえ，少なくとも自分が担当する

業務にかかわる法令等については，精通し

ておかなければならない。

⑸　自分が決められたルールに反した事務処

理を行ってしまったり，同僚が法令に反す

る行為を行っていることを発見したら，役

席者やコンプライアンス責任者に報告する

前に，速やかに自分たちで対処することが

重要である。

	 正解率　51％

正解　⑸	

　解　説

　　本問は，コンプライアンスの重要性

と日常業務について問う問題である。

⑴　の記述は適切である。

⑵　の記述は適切である。

⑶　の記述は適切である。

⑷　の記述は適切である。

⑸　自分が決められたルールに反した事

務処理を行ってしまったり，同僚が法

令に反する行為を行っていることを発

見したら，必ず役席者やコンプライア

ンス責任者に報告して，速やかに対処

することが重要である。したがって，

⑸の記述は適切でなく，これが本問の

正解である。

業務に必要なコンプライアンス

問　50　「ローン業務に必要なコンプライアン

ス」について，適切なものを 1つ選びなさい。

⑴　「断定的な判断の提供」は，金融商品の販

売に際して不確実なことを断定してお客様

に告げる勧誘行為で，独占禁止法で禁止さ

れている。

⑵　「優越的地位の濫用」とは，金融機関が強

い地位を利用して取引先に不当な要求を行

う行為のことで，これは金融商品販売法等

で禁止されている。

⑶　税務に関する業務を JA の職員が行う場

合，税理士法との関係に注意する必要があ

るが，お客様に対する税法についての一般

的な説明も税理士法に抵触することになる。

⑷　「無決裁融資」とは，正式な書面により支

店長や本部の決裁を受けた後に融資を実行

しなければならないにもかかわらず，正式な

手続きを経ずに融資を実行することである。

⑸　「情実融資」とは，金融機関の役職員等が

その地位を利用して，自己または当該金融

機関以外の第三者の利益を図るため，正規の

勘定を通さずに金銭の貸付，金銭の貸借の

媒介，または債務の保証を行うことをいう。

	 正解率　48％

正解　⑷	

　解　説

　　本問はローン業務に必要なコンプラ

イアンスについて，問う問題である。
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⑴　「断定的な判断の提供」とは，金融商

品の販売に際して不確実なことを断定

してお客様に告げる勧誘行為で，金融

商品販売法等で禁止されている。した

がって，⑴の記述は適切でない。

⑵　「優越的地位の濫用」とは，金融機関

が強い地位を利用して取引先に不当な

要求を行う行為のことで，これは独占

禁止法で禁止されている。したがって，

⑵の記述は適切でない。

⑶　税務に関する業務を JA の職員が行

う場合，税理士法との関係に注意する

必要があるが，一般的な税法の説明な

どは税理士業務の「税務相談」に該当

しない。したがって，⑶の記述は適切

でない。

⑷　の記述は適切であり，これが本問の

正解となる。

⑸　「浮貸し」とは，金融機関の役職員

等がその地位を利用して，自己または

当該金融機関以外の第三者の利益を図

るため，正規の勘定を通さずに，金銭

の貸付，金銭の貸借の媒介，または債

務の保証を行うことをいう。なお，「情

実融資」とは，取引先との関係で親し

くなるなど融資に情が絡むことにより，

回収に問題があることを知りながら融

資を行うことをいう。したがって，⑸

の記述は適切でない。
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